
^ 当事業年度における資産除去債務の総額の増減
（単位：円）

期首残高 51¶874¶771

有形固定資産の取得に伴う増加額 0

時の経過による調整額 2¶049¶569

期末残高 53¶924¶340

附 属 明 細 書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損
失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額 差引当期末

残高 摘 要
当期償却額 損 益 外

建 物 950¶773¶390 280¶561¶706 5¶126¶963 1¶226¶208¶133 274¶258¶515 65¶255¶168 0 0 951¶949¶618

構 築 物 18¶453¶209 0 0 18¶453¶209 6¶332¶045 1¶539¶483 0 0 12¶121¶164

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 0 4¶560¶123 0 4¶560¶123 34¶580 34¶580 0 0 4¶525¶543

車 両 運 搬 具 88¶384¶742 21¶231¶516 5¶448¶906 104¶167¶352 65¶188¶548 10¶341¶660 0 0 38¶978¶804

工 具 器 具 備 品 702¶545¶391 141¶734¶626 63¶796¶386 780¶483¶631 463¶275¶716 90¶934¶347 0 0 317¶207¶915

計 1¶760¶156¶732 448¶087¶971 74¶372¶255 2¶133¶872¶448 809¶089¶404 168¶105¶238 0 0 1¶324¶783¶044

建 物 12¶056¶313¶235 0 110¶470¶753 11¶945¶842¶482 3¶860¶007¶203 394¶400¶003 0 0 8¶085¶835¶279

構 築 物 300¶066¶152 0 0 300¶066¶152 183¶710¶407 18¶794¶227 0 0 116¶355¶745

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

機 械 装 置 9¶134¶105 0 471¶966 8¶662¶139 7¶534¶897 456¶360 0 0 1¶127¶242

車 両 運 搬 具 38¶233¶082 0 10¶273¶938 27¶959¶144 26¶298¶730 617¶224 0 0 1¶660¶414

工 具 器 具 備 品 459¶624¶871 0 28¶438¶201 431¶186¶670 378¶780¶983 14¶147¶861 0 0 52¶405¶687

計 12¶863¶371¶445 0 149¶654¶858 12¶713¶716¶587 4¶456¶332¶220 428¶415¶675 0 0 8¶257¶384¶367

美 術 品 462¶170¶874 11¶447¶802 105¶000 473¶513¶676 0 0 0 0 473¶513¶676

非 償 却 資 産
土 地 195¶318¶000 0 8¶943¶000 186¶375¶000 0 0 0 0 186¶375¶000

建 設 仮 勘 定 80¶262¶000 23¶239¶700 80¶262¶000 23¶239¶700 0 0 0 0 23¶239¶700

計 737¶750¶874 34¶687¶502 89¶310¶000 683¶128¶376 0 0 0 0 683¶128¶376
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２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
本部事務所においては、賃貸借契約に基づき退去時における原状回復に係る債務を有しているが、
独立行政法人国際交流基金第二期中期目標・中期計画で掲げている一般管理費削減を達成するため
に、平成20事業年度において事務所移転を実施したところであり、現在のところ移転は予定されて
いない。今後の本部事務所の移転等に関する意思決定は、主務省庁の総合的判断を前提に行われる
ことから、その時期については現在のところ未確定な状況である。

国内の事務所のうち地方公共団体から無償で土地を借用し建物を建設している２附属機関におい
ては、借地契約に基づき退去時における原状回復に係る債務を有しているが、当該施設では当基金
の主要な業務である日本語教育事業を行っており、当該施設の廃止及び移転は、主務省庁の判断及
び当該地方公共団体の意向を勘案する必要があり、当基金の独自の判断では決定できないため、そ
の時期を予測することは困難である。なお、現在のところ独立行政法人国際交流基金第三期中期目
標・中期計画において、廃止及び移転は予定されていない。
海外事務所のうち任国における日本国有財産を無償または低廉な価額で借用している事務所につ
いては、国有財産使用許可に基づき退去時における原状回復に係る債務を有しているが、当該施設
は主務省庁の許可に基づき借用しているものである。当該事務所の移転等に関する意思決定は、主
務省庁の総合的判断を前提として行われることから、当基金の独自の判断では決定できないため、
その時期を予測することは困難である。
以上により、これらの当該資産除去債務については、履行時期を予測することは困難であり、資
産除去債務を合理的に見積ることができないため計上していない。
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